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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第72期 

第３四半期連結 
累計期間 

第73期 
第３四半期連結 

累計期間 
第72期 

会計期間 
自平成29年４月１日 
至平成29年12月31日 

自平成30年４月１日 
至平成30年12月31日 

自平成29年４月１日 
至平成30年３月31日 

売上高 （千円） 12,777,132 14,200,923 17,220,651 

経常利益 （千円） 401,247 404,340 530,592 

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益 
（千円） 441,505 259,884 418,221 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 442,727 260,734 418,031 

純資産額 （千円） 7,686,850 8,619,083 7,662,154 

総資産額 （千円） 14,606,240 17,892,983 14,469,978 

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 73.04 42.99 69.19 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 52.6 44.0 53.0 

 

回次
第72期

第３四半期連結
会計期間

第73期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自平成29年10月１日
至平成29年12月31日

自平成30年10月１日
至平成30年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 17.40 11.55 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．「『税効果会計に関する会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指標

等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。なお、当社は平成30年４月１日付で当社の完全子会社である三和精密工業株式会社を吸収

合併しております。また、平成30年11月５日付で大阪ミガキ株式会社の株式の一部を取得し、連結子会社化してお

ります。

なお、当社グループのセグメントはみがき棒鋼及び冷間圧造用鋼線事業の単一事業であります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１） 経営成績の状況 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、米中の貿易摩擦激化、中国の景気減速などの懸念要因があっ

たものの、政府による経済政策や好調な企業業績により、雇用・所得環境の改善が継続し、景気は緩やかな回復基

調が続きました。

わが国のみがき棒鋼及び冷間圧造用鋼線業界におきましては、主要需要家である自動車業界の生産活動は、引き

続き堅調に推移いたしました。一方でタイトな需給環境を背景として素材の値上げが実施されましたが、これによ

る収益悪化を回避するべく、当社グループは全社を挙げて収益の確保に取り組みました。

また、当社は平成30年11月5日に大阪ミガキ株式会社（以下、「大阪ミガキ」という。）の株式を取得し、当社

グループの業容拡大及び収益の向上に取り組みました。

販売面では、新規取引先の開拓に努力し販売数量の拡大に取り組んだ結果、販売数量は96千トンとなり、売上高

は14,200百万円（前年同四半期比11.1％増）となりました。

損益につきましては、販売数量の拡大による売上総利益の増加及び経費の増加抑制に努めました。また、素材価

格値上げに関しては自助努力のみでの吸収が困難なことから、お客様のご理解を得ながら製品価格への転嫁に注力

いたしております。この結果、営業利益は409百万円（前年同四半期比9.8％増）、経常利益は404百万円（前年同

四半期比0.8％増）となりました。なお、前第３四半期連結累計期間においては、完全子会社の株式会社サンユウ

九州を吸収合併したことによる繰延税金資産の計上に伴い税効果適用後の税金費用が軽減しましたが、当第３四半

期連結累計期間は格別の特殊要因がないため、親会社株主に帰属する四半期純利益は259百万円（前年同四半期比

41.1％減）となりました。

 

事業部門ごとの業績は、次のとおりであります。

まず、みがき棒鋼部門におきましては、販売数量は53千トン、売上高は8,610百万円（前年同四半期比8.1％増）

となりました。

次に、冷間圧造用鋼線部門におきましては、販売数量は43千トン、売上高は5,590百万円（前年同四半期比

16.3％増）となりました。

 

（２） 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における資産の残高は17,892百万円となり、前連結会計年度末に比べ3,423百万円

増加いたしました。これは主に、大阪ミガキを子会社化したことなどにより、現金及び預金が906百万円、受取手

形及び売掛金が886百万円、有形固定資産が860百万円それぞれ増加したことによるものであります。

当第３四半期連結会計期間末における負債の残高は9,273百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,466百万円増

加いたしました。これは主に、大阪ミガキを子会社化したことなどにより、支払手形及び買掛金が489百万円、短

期借入金が966百万円、長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）が911百万円それぞれ増加したことによ

るものであります。

当第３四半期連結会計期間末における純資産の残高は8,619百万円となり、前連結会計年度末に比べ956百万円増

加いたしました。これは主に、利益剰余金が205百万円、大阪ミガキの子会社化により非支配株主持分が750百万円

それぞれ増加したことによるものであります。

 

（３） 経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

（４） 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
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（５） 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

（６） 従業員数

当第３四半期連結累計期間において、大阪ミガキを連結の範囲に含めております。これに伴い、連結会社の従業

員数は60人増加しております。 

なお、従業員数は就業人員数であり、連結子会社以外への出向者、臨時雇用者は含まれておりません。 

３【経営上の重要な契約等】

当社は、平成30年11月２日開催の取締役会において、大阪ミガキ株式会社の株式を取得し、子会社化すること

について決議し、同日付で株式譲渡契約を締結し、平成30年11月５日付で株式を取得しました。 

詳細は、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（企業結合等関係）」に記載のとおりであ

ります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種     類 発行可能株式総数（株）

普  通  株  式 19,344,000

計 19,344,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成30年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成31年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,091,000 6,091,000
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

100株

計 6,091,000 6,091,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年 月 日
発行済株式総
数増減数

（千株）

発行済株式総
数残高

（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成30年10月１日～

平成30年12月31日
－ 6,091 － 1,513,687 － 1,317,207

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

46,400
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

6,042,900
60,429 －

単元未満株式
普通株式

1,700
－ －

発行済株式総数 6,091,000 － －

総株主の議決権 － 60,429 －

（注）「単元未満株式」欄の株式「普通株式1,700株」には、当社保有の単元未満自己保有株式50株が含まれておりま

す。

②【自己株式等】

平成30年12月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社サンユウ
大阪府枚方市春日北町

三丁目１番１号
46,400 － 46,400 0.76

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から平

成30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成30年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成30年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,093,117 1,999,486 

受取手形及び売掛金 ※１ 4,267,755 ※１ 5,154,601 

電子記録債権 ※１ 746,345 ※１ 980,408 

商品及び製品 1,545,889 1,801,401 

仕掛品 205,575 250,936 

原材料及び貯蔵品 1,290,440 1,491,931 

その他 229,351 225,656 

貸倒引当金 △45,852 △46,623 

流動資産合計 9,332,622 11,857,798 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 1,554,280 1,578,092 

機械装置及び運搬具（純額） 1,539,177 2,074,450 

土地 1,448,032 1,734,832 

リース資産（純額） 70,927 75,145 

建設仮勘定 17,040 2,000 

その他（純額） 66,461 91,656 

有形固定資産合計 4,695,920 5,556,177 

無形固定資産    

のれん － 96,863 

その他 97,651 115,825 

無形固定資産合計 97,651 212,688 

投資その他の資産    

投資有価証券 72,678 91,757 

出資金 76,927 76,927 

長期貸付金 48,982 11,301 

繰延税金資産 126,853 59,604 

その他 18,343 26,729 

投資その他の資産合計 343,784 266,319 

固定資産合計 5,137,356 6,035,185 

資産合計 14,469,978 17,892,983 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成30年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成30年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 ※１ 4,898,098 ※１ 5,387,935 

短期借入金 200,000 1,166,500 

1年内返済予定の長期借入金 380,000 535,956 

1年内償還予定の社債 － 50,000 

リース債務 20,086 18,234 

未払法人税等 54,205 70,325 

賞与引当金 155,037 96,285 

その他 450,841 493,357 

流動負債合計 6,158,268 7,818,595 

固定負債    

長期借入金 450,000 1,205,726 

リース債務 55,605 61,310 

繰延税金負債 18,940 35,144 

退職給付に係る負債 60,636 86,405 

役員退職慰労引当金 － 2,300 

資産除去債務 64,013 64,058 

その他 360 360 

固定負債合計 649,555 1,455,305 

負債合計 6,807,824 9,273,900 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,513,687 1,513,687 

資本剰余金 1,318,057 1,318,057 

利益剰余金 4,848,029 5,053,512 

自己株式 △21,367 △21,367 

株主資本合計 7,658,407 7,863,890 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 3,747 4,597 

その他の包括利益累計額合計 3,747 4,597 

非支配株主持分 － 750,594 

純資産合計 7,662,154 8,619,083 

負債純資産合計 14,469,978 17,892,983 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 

 至 平成29年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成30年４月１日 
 至 平成30年12月31日) 

売上高 12,777,132 14,200,923 

売上原価 11,020,401 12,346,960 

売上総利益 1,756,731 1,853,963 

販売費及び一般管理費    

運搬費 406,753 430,115 

給料及び手当 348,225 361,575 

賞与引当金繰入額 26,965 28,626 

退職給付費用 11,135 24,876 

減価償却費 54,053 64,595 

その他 536,410 534,357 

販売費及び一般管理費合計 1,383,544 1,444,147 

営業利益 373,186 409,815 

営業外収益    

受取利息 753 251 

受取配当金 5,062 18,125 

受取賃貸料 24,330 28,873 

受取保険料 － 17,775 

その他 12,132 5,712 

営業外収益合計 42,279 70,738 

営業外費用    

支払利息 4,558 3,206 

賃貸費用 8,622 10,447 

支払手数料 － 60,429 

その他 1,036 2,130 

営業外費用合計 14,218 76,213 

経常利益 401,247 404,340 

特別利益    

固定資産売却益 4 820 

特別利益合計 4 820 

特別損失    

固定資産売却損 4,304 4,147 

固定資産除却損 1,645 2,239 

特別損失合計 5,949 6,386 

税金等調整前四半期純利益 395,301 398,773 

法人税、住民税及び事業税 49,597 66,352 

法人税等調整額 △95,801 72,536 

法人税等合計 △46,203 138,888 

四半期純利益 441,505 259,884 

非支配株主に帰属する四半期純利益 － － 

親会社株主に帰属する四半期純利益 441,505 259,884 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 

 至 平成29年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成30年４月１日 
 至 平成30年12月31日) 

四半期純利益 441,505 259,884 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 1,221 850 

その他の包括利益合計 1,221 850 

四半期包括利益 442,727 260,734 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 442,727 260,734 

非支配株主に係る四半期包括利益 － - 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更） 

第１四半期連結会計期間において、当社の連結子会社であった三和精密工業株式会社は、当社を存続会社とす

る吸収合併により消滅したため、連結の範囲から除外しております。また、当第３四半期連結会計期間におい

て、大阪ミガキ株式会社の株式の一部を取得し連結子会社化したため、同社を連結の範囲に含めております。 

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区

分に表示しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、次のと

おりであります。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第３四半期連結会計期間

（平成30年12月31日）

受取手形 251,193千円 294,078千円

電子記録債権 69,919 68,047

支払手形 54,926 57,969

 

  ２ 保証債務 

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対して、次のとおり債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成30年12月31日）

出資先（借入債務） 35,119千円 45,855千円 

  （ＵＳＤ  330,571） （ＵＳＤ  413,109） 

 

（注）外貨建保証債務は、各決算日の為替相場により円換算しています。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成29年４月１日
至  平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成30年４月１日
至  平成30年12月31日）

減価償却費 343,846千円 333,312千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日）

 配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成29年６月29日

定時株主総会
普通株式 42,312 利益剰余金 7

平成29年

３月31日

平成29年

６月30日

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日）

 配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成30年６月28日

定時株主総会
普通株式 54,400 利益剰余金 9

平成30年

３月31日

平成30年

６月29日

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自平成29年４月１日 至平成29年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成30年４月１日 至平成30年12月31日）

当社グループは、みがき棒鋼及び冷間圧造用鋼線事業の単一セグメントであるため、記載を省略しておりま

す。 

（企業結合等関係）

当社は、平成30年11月２日開催の取締役会において、大阪ミガキ株式会社の株式を取得し、子会社化すること

について決議し、同日付で株式譲渡契約を締結し、平成30年11月５日付で株式を取得しました。 

（１）企業結合の概要 

① 被取得企業の名称及びその事業の内容 

被取得企業の名称：大阪ミガキ株式会社 

事業の内容   ：みがき棒鋼の製造及び販売 

② 企業結合を行った主な理由 

当社グループは、みがき棒鋼及び冷間圧造用鋼線の製造・加工及び販売を事業としております。 

現在、当社は３拠点でみがき棒鋼を製造しておりますが、慢性的な能力不足のため、従来から大阪

ミガキ株式会社に生産を委託し能力不足を補って参りました。 

大阪ミガキ株式会社は、みがき棒鋼の製造及び販売を事業としており、現状なお生産余力を保有し

ていることから、今後お客様に対する当社の供給責任を充分に果たしていく為には、同社の余力を最

大限に活用することが必要であると考え、今般同社子会社化を実施するものであります。 

③ 企業結合日 

平成30年11月５日（みなし取得日 平成30年12月31日） 

④ 企業結合の法的形式 

現金を対価とする株式取得 

⑤ 結合後企業の名称 

大阪ミガキ株式会社 

⑥ 取得した議決権比率 

52％ 

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠 

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。 

（２）四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間 

当第３四半期連結会計期間より同社を連結の範囲に含めております。なお、平成30年12月31日をみなし

取得日としたため、当第３四半期連結会計期間においては、貸借対照表のみを連結しております。 

（３）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

株式譲渡契約の定めにより、守秘義務があることから非開示とさせていただきます。 
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（４）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

① 発生したのれんの金額 

96,863千円 

② 発生原因 

今後の事業展開によって期待される超過収益力であります。 

③ 償却方法及び償却期間 

５年間にわたる均等償却 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日）

１株当たり四半期純利益 73円04銭 42円99銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益

（千円） 
441,505 259,884

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（千円）
441,505 259,884

普通株式の期中平均株式数（株） 6,044,590 6,044,550

  （注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  
 
 
       

      平成31年２月13日

株式会社サンユウ      

 

  取締役会 御中  

 

  有限責任 あずさ監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士 中畑 孝英   印 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士 堀  重樹   印 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社サンユ

ウの平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から平成

30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社サンユウ及び連結子会社の平成30年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 


